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大澤慎太郎氏博士学位申請論文審査報告書 
 
 千葉大学法政経学部准教授 大澤慎太郎氏は、早稲田大学学位規則第７条第１項に基づ
き、２０１４年１０月２０日、その論文「フランス保証制度の研究―保証人の保護に関す
る規律の構造を中心として―」を、早稲田大学大学院法学研究科に提出し、博士（法学）（早
稲田大学）の学位を申請した。後記の審査員は、同研究科の委嘱を受けて、この論文を審
査してきたが、２０１５年２月７日、審査を終了したので、ここにその結果を報告する。 
 
Ⅰ 本論文の構成と内容 
 
１．本論文の構成 
本論文は、大きくは、「序論」、「第１編 特別法上の規律に関する考察―フランスにおけ
る保証人の保護に関する法律の生成と展開―」、「第２編 一般法上の規律に関する考察―
フランスにおける金融機関の融資取引上の義務と責任―」、「第３編 各種規律の交差に関
する考察」、「結論」から構成されている。 
「第１編 特別法上の規律に関する考察―フランスにおける保証人の保護に関する法律
の生成と展開―」は、「第１章 保証人の保護に関する法律の誕生」、「第２章 ２００３年
８月１日の法律による調和の崩壊と混乱」から、「第２編 一般法上の規律に関する考察―
フランスにおける金融機関の融資取引上の義務と責任―」は「第１章 金融機関の融資取
引上の責任を生じさせる行為」、「第２章 金融機関の融資取引上の義務に関する考察」、「第
３章 保証人による金融機関の民事責任の追及の方法」から、第３編 各種規律の交差に
関する考察」は、「第１章 比例原則と警告義務の交差」、「第２章 担保保存義務と融資取
引上の民事責任との交差」から、それぞれなっている。 
その内容の概要は、以下に示すとおりである。 
 
２．本論文の内容 
（１）本論文の目的と方法 
本論文の目的と検討方法については、「序論」において詳細に示されている。それによれ
ば、近時、資力の不十分な近親者等の保証人が保証債務の履行を求められ、経済破綻に陥
ることが社会的な問題となっているが、これに対して、詐欺、錯誤、信義則、権利濫用法
理や、解約権の行使などの法的対応では必ずしも十分な保証人保護とはなっていない。そ
こで、近時各国で見られる保証人保護という立法的解決を模索することも現実的な方法で
ある。ただし、その際にも、そこから漏れ出る問題に対処すべく、不法行為や債務不履行、
その前提としての信義則や権利濫用といった民法の一般法理から抽出しうる規律をなお検
討することが必要である。それゆえ、論者は、立法的解決と一般法理的解決による二重の
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規律により、隙のない保証人保護の仕組みを模索しようとしている。 
もっとも、このような規律を検討する際には、保証人のみの保護を考えることは妥当で
はなく、保証人に加え、債権者、被保証債権の債務者（主たる債務者）など、当事者の利
益をいかに均衡化するかが留意すべき視点の一つであること、加えて規律の考察に当たっ
ては、一般法上の規律につき、単なる抽象論でなく、保証人保護のための具体的な準則の
策定を探求しなければならないこと、が必要であるとする。とりわけ、具体的な準則の確
立については、法的な予測可能性の向上及びその安定性を高めるということから、債権者
のリスク回避へと結びつくのだという点を指摘している。 
このような視点から、本論文では、保証人の保護につき、上述の一般法理について考察
しようとする。そして、本論文は、検討の対象をフランスに求める。その理由は、フラン
スが、１９７８年以降１０を超える特別法が制定されて、保証人の保護に関し進んだ法理
を有している国の代表であり、しかも、このような特別法がなくとも、フランス法では警
告義務など保証人の保護に資する重要な法理が一般法上に展開しており、特別法と一般法
上の二つの規律によって保証人が保護されていること、加えて、フランスでは常に保証人
が過剰な保護のもとにおかれてきたわけではなく、債権者と保証人の利益の調和が目指さ
れてきたことにあるとする。 
そして、本論文の構成が示される。第１編ではフランス法における保証人の保護にかか
る特別法上の規律の生成過程とその規律の内容について分析を行い、第２編では、特別法
上の規律の背後に広く展開する一般法上の規律について分析を行い、第３編では第２編ま
でに明らかにした保証人の保護にかかる規律の相互にまたがる問題やこれに類似する問題
について扱うとする。また、現在進行中の法制審議会民法部会における保証制度の改正に
ついては、いまだ流動的であり、本論文の目的がフランス法の構造分析に力点があること
から、独立した問題として取り上げないことが注記されている。 
（２）第１編 特別法上の規律に関する考察―フランスにおける保証人の保護に関する法
律の生成と展開― 
第１編にあたる、「特別法上の規律に関する考察―フランスにおける保証人の保護に関す
る法律の生成と展開―」では、フランス法における保証人の保護にかかる特別法上の規律
の生成過程とその規律の内容について分析を行っている。 
① 「序説」では、本編の研究目的と検討方法が示される。研究目的は、フランスの保
証人の保護に関する立法の変遷を観察し、その社会的背景や立法理由を探り、フランスに
おける保証人の保護に関する規定の全体像を、歴史的経緯を含めて把握することであり、
検討方法としては、保証人の保護に関する規定を事実上初めて定めたとされる「一定の信
用供与取引の領域における消費者の情報および保護に関する１９７８年１月１０日の法律」
から、「経済主導のための２００３年８月１日の法律」までを検証し、本論文では保証人を
直接に保護することを目的とした規定について中心的に考察する。また、２００３年法前
後までが「調和」の時代であることから、考察の対象は２００３年までの各種立法である
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ことが注記される。 
 ② 第１章 保証人の保護に関する法律の変遷 
 本章では、１９７８年法から、保証人の保護と保証契約の利便性が調和していたとされ
る２００３年法制定前までの時期についての立法や、判例・学説の反応などについて考察
している。 
 まず１９７８年の「一定の信用供与取引の領域における消費者に対する情報提供および
保護に関する法律」、その保護範囲を拡大した１９７９年の「不動産の領域における借主の
情報および保護に関する法律」においては、消費者信用および不動産信用の領域において
債権者の借主および保証人に対する契約書面の作成・交付義務が定められ、また、熟慮期
間が設置されることになったこと、これらの規定は重要であるが、主たる債務者の弁済能
力や、支払の状況についての情報等に関しては規定がなく、保証人の保護は不十分であっ
たとする。 
これらの点について規定したのが１９８４年法の「企業の経営難の予防及び同意整理に
関する法律」である。同法は主たる債務者に関する債権者の情報提供義務と担保保存義務
の強化を定め、フランスの保証制度に一大転機をもたらしたとされる。続いて１９８９年
の「消費者の情報および保護ならびにさまざまな商事慣行に関する法律」は、１９７８年
法の適用範囲を拡大し、さらに同年の「個人および家族の過剰債務に関する経済的困難の
予防および解消に関する法律」では、手書き記載の要件、支払事故の通知、比例原則を定
める。 
１９９４年の「主導性および個人企業に関する法律」（いわゆる「マデラン法」）は、さ
らに保護範囲を拡大し、国内の生産面及び雇用面において重要な役割を果たしている中
小・零細企業を取り巻く環境の改善を目指した。また同年には国民の住宅環境改善を目的
とした「住居に関する法律」では、保証人の手書き記載要件や、支払事故の通知義務が規
定された。 
１９９８年には、国民の雇用、住居、健康、文化などといった基本件のアクセスを改善
するための疎外に対する戦いを行うため「疎外に対する戦いに関する方針についての法律」
が定められ、貧困の予防と救済に関する措置として、保証人に対する保護としても、過剰
債務処理手続きに関する通知、根保証契約に関する情報提供義務、支払事故の通知、保証
人の最小限の財産の保護等が規定される。そして、１９９９年の「貯蓄および金融の安全
に関する法律」では、主たる債務者によりなされた支払いが主たる債務の支払いに充当さ
れたとみなされる旨の規定がなされたことを指摘する。 
 これら多数の法律による条文は、すべての保証契約について適用されるものではなく、
それぞれの適用範囲があり、そのサンクションも異なっているが、その理由は、保証人の
保護といってもその目的は多様であり、目的にあった規制の内容とサンクションを整える
ことが求められるからである、と筆者は指摘する。そして、２００３年法の制定前はこの
ような発想に基づく規制が行われ、保証人の保護と保証契約の利便性が調和された保証制
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度が形成されていたとする。 
 ③ 第２章 ２００３年８月１日の法律による調和の崩壊と混乱 
本章では、２００３年の「経済主導のための法律」が上記の保証人の保護に関する一連
の立法を統合し、その適用範囲をほぼすべての保証契約へと広範囲に拡大したことを、個々
の条文を網羅的に検討することによって明らかにする。しかし、この立法は、従来の立法
の経緯からすると無計画な立法であったと見ることができるとし、その結果、これを厳格
に解釈しようとすれば、本来保護すべき必要なない者にまで過度な保護を与えることにな
り、一方、規制を弱めるような解釈では、保証人の保護を弱めることになるという不都合
をもたらし、その二者択一を迫る法律であったとされる。 
 以上のことから、筆者は、１）保証人を保護するような内容を持っている条文であって
も、これらを保証人の保護という観点から一概に考察することは不都合なこともあること、
２）保証人の保護の無計画な適用範囲の拡大は、規制の範囲の重複や内容の矛盾など条文
の解釈および適用に大きな不都合を生じさせること、３）保証契約の性質、主たる債務の
目的、契約の当事者などの要素に応じて規律の範囲を区別することは、保証人の保護を適
切に行えるだけでなく、判例や立法によって既存の秩序を乱すことなく不都合な点を修正
しやすいという利点があること、を導き出している。 
（３）第２編 一般法上の規律に関する考察―フランスにおける金融機関の融資取引上の
義務と責任― 
 本編では、第１編で観察した、特別法上の規律の背後に広く展開する一般法上の規律に
ついて分析を行っている。 
① 「序説」では、本編の研究目的と検討方法が示される。従来のわが国での議論では、
金融機関と借主の関係及び金融機関と保証人の関係とを分離し、別個の問題として論じら
れてきたことを指摘し、しかしこれらの議論がいわば対症療法的なものであったとして、
第１に、金融機関が融資取引上いかなる義務や責任を借主または保証人に対して負ってい
るかというより基本的な議論がなされるべきであり、第２に、金融機関と借主および保証
人が一体の関係として考察されるべきであるとする。そこで、検討の方法としては、わが
国の議論に欠けている視点を補填しうる対象としてフランス法を取り上げ、いかなる場合
に金融機関の融資取引上の責任が問題となるのか、金融機関の融資取引においては実際に
どのような義務が課され具体的にどのような意味を持つのかにつき、保証人が金融機関の
融資取引上の責任を追及する際の手段と問題点について論じる。 
 ② 第１章 金融機関の融資取引上の責任を生じさせる行為 
 本章では、フランスにおいて、いかなる場合に金融機関に融資取引上の責任が生じるか
を検討している。これには、「過剰または不適合な融資の供与」、「融資の不当な破棄」、「融
資金の用途に関する不遵守」があるとされ、それぞれについての意義が述べられる。 
 ③ 第２章 金融機関の融資取引上の義務に関する考察 
 本章では、金融機関が融資取引において具体的にどのように義務を負っているかを検討
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している。まず、フランス法においては、借主や保証人が金融機関の民事責任を追及する
にあたり、取引の経験などに応じて当事者の性質を分類し、その性質に応じて責任の追及
の可否を判断することが行われているとして、本論文でも、「素人」と「玄人」に当事者を
分類し、金融機関が融資取引上負っている各種義務の概要とその裁判例、基準を示そうと
する。 
そして、金融機関に課される融資取引上の義務としては、情報提供義務を基礎とする義
務として、助言義務、警告義務があるとし、その他の義務としては、警戒義務、不介入義
務、識別義務があるとする。その際、これらの意義や関係について述べ、上記「玄人」と
「素人」という当事者の区別がどのようになっているか、その区別に基づいて上記各種義
務による規律がどのようになっているかを、判例の変遷を見ることによって検討するとし
ている。 
 そのうえで、破毀院第１民事部１９９４年６月８日判決から、破毀院第１民事部２００
９年１１月１９日判決に至るまでの１９の判例を検討し、その結果、判例は、まず借主ま
たは保証人を「玄人」と「素人」に区分し、「玄人」と認定されれば、金融機関との情報量
の格差を根拠とした証明責任の問題とされ、「素人」と認定されれば、金融機関の警告義務
の問題とされるとする。このうち、警告義務は、２０１０年に上記判例の展開を受けて警
告義務の内容が立法化されているが、借主または保証人の財政能力を調査し、その支払い
能力に適合した融資を行う義務を前提に、過剰融資の可能性があれば、その危険性等につ
いて相手方に警告しなければならないという金融機関の義務をいうとし、この義務は、警
戒義務や不介入義務といった金融機関に課される重要な義務と共存可能なものであり、ま
た、金融機関と借主または保証人との間のリスクの適切な分配と利益の均衡化を実現する
機能を有していることを指摘する。 
 ④ 第３章 保証人による金融機関の民事責任の追及方法に関する考察 
 本章では、金融機関と借主との関係とは性質を異にする保証人が、どのように金融機関
に対して民事責任を追及できるかを検討している。 
 これには、自らの訴権を用いる方法と、主たる債務者の権利を用いる方法とがあるとす
る。この責任は基本的に契約責任とされること、証明責任は、義務の履行の問題か融資の
不当な支援の問題かによって異なること、その損害が、前者の場合は機会の喪失としての
直接損害、後者の場合は間接損害であることを指摘した上で、その主張方法について検討
する。保証人からの責任追及は、獲得された損害賠償と保証債務が相殺されることで、保
証人は自己の資産から何ら支出することなく債務者または共同保証人に対して求償を行う
ことができる可能性があることから、この部分についての検討もなされている。 
（４）第３編 各種規律の交差に関する考察 
 本編では、第２編までに明らかにした保証人の保護に関する規律の相互にまたがる問題
やこれに類似する問題について検討している。 
① 「序説」では、本編の目的と記述の順序・その視点等につき、第１編で観察した比例
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原則と第２編で扱った警告義務の関係については第１章で、第２編で扱った一般法理に基
づく金融機関の民事責任の追及と担保保存義務の関係については第２章で、本編の研究目
的からそれぞれ扱うことを述べる。 
 ② 第１章 比例原則と警告義務の交差 
本章では、「比例原則」と金融機関の融資取引上の民事責任にかかる規律との関係を、と
りわけ警告義務との関係に絞って検討している。ここでいう比例原則は、保証人の資産と
保証額の均衡を求める原則であって、最初特別法によってフランス法に導入されたたが、
後に、判例によって一般法上の原則へと拡張されたものである。論者は、まず、比例原則
の立法化と、判例による比例原則の民事責任領域への拡張の経緯を見たうえで、近時の判
例を検討し、そこでは、比例原則が解体され、警告義務に解消されつつあることを指摘す
る。また、破毀院により形成された警告義務にかかる規律から示唆を受けて、第２編で示
したように、消費法典内に同様の趣旨を含んだ条文が設置されたことなども踏まえ、今後
警告義務の位置づけがさらに重要なものとなることが予想されると指摘する。 
 ③ 第２章 担保保存義務と債権者融資取引上の民事責任との交差 
 本２章では、担保保存義務の性質および法的根拠に注目し、わが国におけるその法的構
造を把握する前提として、フランスの担保保存義務に関する議論の観察及び検討を行って
いる。 
まず、フランスにおいて担保保存義務を規律しているフランス民法２３１４条に基づく
代位権者の免責について、わが国の民法５０４条との比較を通じてその要件を確認し、そ
のうえで、一般法理に基づく債権者（金融機関）の民事責任について、第２編で見た「融
資取引上の義務」といった視点からではなく、担保保存義務との関係がどのようなもので
あるかを検討している。 
その結果、筆者は、フランス民法２３１４条の要件の厳格さゆえの利用しにくさも相ま
って、一般法理上の担保保存義務が、同条を吸収するかのように、その意義を消滅させつ
つあること、しかし、そのことは一般法理とフランス民法２３１４条が互いに他を補完し
合って、担保保存義務という一つの保証人保護法理を形成していることを指摘する。そし
て、わが国への示唆として、担保保存義務を債権者の一般的注意義務と解することが、一
般担保権の喪失に基づく債権者の民事責任の肯定につながり、ひいては、一般法上の債権
者の融資取引上の民事責任を広く認める潜在的可能性につながりうることを示唆している。 
（５）「結論」では、本論文のまとめを行ったうえで、わが国への示唆を示し、残された課
題を示している。 
とりわけ、結論的に示されている「わが国への示唆」については、第１に、当事者の分
類の必要性が示される。しかし、その分類は、「経営者」、「消費者」、「個人」といった視点
を持つだけでは不十分であり、保証人の「能力」が問題とされるべきこと、この「能力」
の評価は、年齢、経営の経験、現在の社会的地位と言った客観的な情報から判定すること
が可能であるから、法的予測という視点からも、裁判所の負担からも、決して非現実的な
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基準とは言えないことが主張される。 
第２に、規律の内容としては、情報提供義務を基礎として、契約締結時において、保証
人または主たる債務者の資力等を調査した上で、取引上のリスク等を警告することを内容
とする警告義務が、各規律をほぼ網羅することができるとしている。これに対しては、債
権者に主たる債務者や保証人の資力を調査させることは非現実的であるとの批判がありう
るが、実際には、資力の調査は保証人側から提出された資力にかかる情報に基づいて行わ
れるため、当事者間の負担の分担、利益の均衡化が図られているとする。また、契約締結
後に生じた主たる債務者の支払事故等に関する情報提供義務については、これとは別途に
定める可能性があること、これは政策上の問題であることを指摘する。 
「残された課題」としては、保証人の救済は執行手続きや倒産処理手続きの段階でも実
現しうるものであり、その段階での救済は債権者、主たる債務者および保証人の利益の均
衡化という本論文の考察の視点により適合した回答を提示しうる可能性があるとして、現
在進行中の法制審議会の議論に基づいて現れるであろうとし、新しい保証制度の検討を含
めて、総合的な保証法制の考察を続けてゆくことであるとする。 
 
II. 審査対象論文の評価 
 
（１）本論文の特色は、一方において、経営者保証に代表される保証制度に対する経済界
の要請（信用補完、経営規律の遵守等）を受け止めつつ、他方において、保証人の経済的
破綻という社会問題を認識して、その解決策を、一般法理からの具体的規範の抽出と特別
法の立法によって図るべく、フランス法におけるそのような方向性をもつ議論を構造的か
つ詳細に分析している点にある。 
（２）本論文の特色に関して、本論文中、次の点が注目されるべきである。 
 第１に、フランスの保証人保護立法について。本論文は、１９７８年法以降の目的およ
び適用対象を異にする多様な特別法の中に、保証人保護に係る規定が置かれるようになっ
た時代の法状況と、各規律の適用範囲を単純に「自然人たる保証人」と「事業者たる債権
者」に拡大する規定が置かれるようになった２００３年法以降の法状況を対置させる。そ
のうえで、保証人保護の手厚さという点で進展があるかにみえる後者について、過剰な保
護ないし条文の重複による混乱を招いたとするフランス国内における評価があることに注
目している。この点の分析により、保証制度の利便性と保証人の保護の調和が、主たる債
務の性質や保証人および債権者の属性を考慮した規律に担わされた重要な機能である点を
明らかにしている。 
第２に、一般法理から導かれる具体的な規範について。本論文は、金融機関が主たる債
務者に対して負う「警告義務」に注目する。フランス法では、主たる債務者に対するフォ
ートの援用という理論によって、保証人が金融機関に対する損害賠償の請求と保証債務の
免責を通じて「事実上の免責」を受けることができ、保証人保護の構造の一部をなしてい
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るのだと評価する。警告義務は、債務者ないし保証人が「素人」と認定される場合にその
資力の調査と支払能力に応じた取引リスクの警告の義務を課するものであるが、本論文は、
この制度に債務者保護の目的のみならず、保証制度の利便性を向上させる機能があること
を指摘する。これは、債権者（金融機関）は「比例原則」に違反して融資をした場合も、
警告義務を尽くせば民事責任を問われないとする点で、警告義務が機能的に比例原則を吸
収しうることを指摘するものである。 
第３に、一般法理に基づき保証人が取得しうる損害賠償請求権には、求償権の喪失を損
害とする前提があるとして、一般担保権の喪失による担保保存義務との関係に注目する。
フランス法では、担保保存義務違反に基づく免責を受け得る代位弁済者が保証人に限定さ
れている上、法定代位の資格取得後の権利を除外するなど要件が厳格であり、それに代替
する形で一般法理に基づく債権者に対する損害賠償の法理が展開された側面があるとする。 
なお、本論文は、わが国における債権法改正との関係には言及していないが、これは、法
制審議会民法（債権関係）部会における保証人保護規定が最終的な結論が示されていない
段階で提出されたことや、またフランス法の構造分析に注力する目的から、適切な判断で
あるといえる。ただ、付言すると、本論文に収録された論者の諸論文は、わが国での債権
法改正を巡る議論においても、大いに注目を集め、関連する諸論稿でしばしば引用されて
きたもので、フランス法の保証人保護に特有の概念である「比例原則」などは、論者の論
文を通じて、わが国の議論の知るところとなったものであり、その意味でも、論者は、若
手ながら、フランス保証制度研究の第一人者といえる。 
（３）これまで、わが国において、フランスの保証人保護の制度の構造を明らかにした研
究はみられず、本論文はこの点の先駆的研究である。また、保証人保護のための法理は、「保
証制度の利便性と保証人の保護の調和を図るための制度」として機能すべきであるとの一
貫した視点から、重層的に保証人保護の制度を定めるフランス法の構造の精緻な分析を試
みている。結論として、論者は、当事者ないし契約の内容ごとの類型化を前提としつつ、
融資者が一般法理のひとつである「警告義務」により借主および─―フォートの援用とい
う理論を介し―─保証人に対して負う損害賠償義務を中心とした、保証人保護政策の可能
性を示唆する。わが国において、現在なお解消されていない、保証制度の経済的要請と保
証人保護の要請の調和という難題に、独創的な知見をもって応えようとする意欲的な研究
成果であり、これまでわが国に知られてこなかったフランス法の膨大な議論の吸収によっ
てなしえた労作であると評価できよう。 
（４）もっとも、本論文については惜しむらくところがないわけではない。 
 第１に、本論文は、保証人保護制度を、一般法理からの規範抽出と特別法の立法によっ
て隙なく展開すべく、フランス法を体系的に検討する意欲作であるが、一般法理と特別法
からなる構造の分析に注力するあまり、フランス民法典における保証制度そのものに関す
る歴史的検討が必ずしも十分でない。このため、わが国の法制度との比較の前提ないし連
結点となるはずの保証制度自体の構造の解明が今後の課題に留保された形になっている。 
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第２に、比例原則と警告義務の関係は、本論文を特徴づける重要な検討対象であり、結
論的には、比例原則の解体ないし警告義務への吸収が説かれている。比例原則は、特別法
によってフランス法に導入された後に、判例によって一般法上の原則へと拡張されたもの
であるが、前者は、比例原則違反の場合に、保証失権を認める規範であるのに対し、後者
は、損害賠償義務を負わせる規範である。本論文は、比例原則の機能ないし実態を保証人
らの資力等に関する情報提供義務であると見て、これが警告義務に吸収されるものとする。
その裏付けは、フランスにおいて、金融機関が警告義務を尽くしていれば、一般法上の比
例原則違反に基づく損害賠償義務を負うことがないという点のようである。 
しかし、比例原則につき、一般法原則と特別法原則とでは法的効果を異にするのであっ
て、一般法上の制裁（損害賠償）を免れても、なお、特別法上の制裁（保証失権）を受け
る事案類型はありうるのではなかろうか。したがって、保証人保護の理論として「比例原
則の警告義務への吸収」については、多様な事案類型を検証して構築する必要があろう。 
本論文については、以上のような問題点を指摘することができるが、しかし、いずれも
点も望蜀の極みであり、本論文の学問的価値をいささかでも低めるものではない。博士学
位申請論文として、特に優れた水準に達していると評することができる。 
 
Ⅲ．結論 
 
以上の審査の結果、後記の審査員は、本論文の執筆者が博士（法学）（早稲田大学）の学
位を受けるに値するものと認める。 
 
２０１５年２月 7日 
審査員 
         主査 早稲田大学教授 法学博士（早稲田大学）近江 幸治（民法） 
         副査 早稲田大学教授            山口 斉昭（民法） 
            早稲田大学教授            青木 則幸（民法） 
 
